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W h a t ' s  K A G A  G r o u p ?

（注）Electronics Manufacturing Service

世界最高水準の部品を国内外から
調達するだけでなく、EMS（注）（製品
の受託生産）までお客様のご要望に
合わせ提供しております。

電子部品事業
国内外のパソコン・周辺機器
や自社製品の販売から、電気
通信工事、システム構築まで
ワンストップサービスで提供し
ております。

情報機器事業
コンピュータグラフィックスの
作成やゲームソフトの制作、ア
ミューズメント機器用画像の開
発などをしております。

ソフトウェア事業

エレクトロニクス機器の修理・サポー
ト、アミューズメント機器やスポーツ
用品の販売など多様なニーズにお
応えしております。

その他事業
　（エレクトロニクスから派生する事業）

加賀電子グループの事業領域

『エレクトロニクス総合商社』としてエレクトロニクスに関するあらゆるニーズにお応えします

加賀電子グループの行動指針
Flexibility 柔軟性を持って
Young 心の若さを持って
Try 絶えず挑戦

［ファイト］

General あらゆるものを
Global 全世界で
Group 総合力を活かして

販売生産部品調達コンサルテーション 企画 開発

組み立てをして
欲しい

開発設計をして
欲しい

部品を集めて
欲しい

製品を販売して
欲しい

加賀電子グループは、創業以来「すべてはお客様のために」という想いを胸に、電子部品の調達を事業の原点として、
お客様のご要望にお応えしながら事業領域を拡大してまいりました。
私たちは、今後も行動指針である「F.Y.T.」「3G」の精神に則り、エレクトロニクス業界の発展に貢献してまいります。

 すべてはお客様のために経営理念
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　株主の皆様には平素より格別のご支援を賜わ
り、厚く御礼申し上げます。ここに第48期の
事業環境および業績をご報告申し上げます。
　当期におけるわが国経済は、政府の経済対策
や日銀の金融政策を背景に企業収益および設備
投資の回復や雇用情勢の改善がみられるなど景
気は緩やかな回復基調で推移しました。しかし
ながら、中国をはじめとするアジア新興国経済
の減速懸念や原油価格の下落などの影響を受け、
景気の先行きは不透明な状況が続いております。
　また、当社グループが属するエレクトロニク
ス業界は市場環境がめまぐるしく変化しており、
ビジネスの多様化や技術革新は予想を超えるス
ピードで加速しています。
　この様な環境下において当社グループは、行
動指針である「F.Y.T.」と「３G」の精神で、
時代の変化に対応しながらワールドワイドなビ
ジネスを展開し、着実な経営で収益性を高め、
業績の向上と事業の拡大を図ってまいります。
　株主の皆様におかれましては、今後とも倍旧
のご支援を賜わりますようお願い申し上げます。

着実な経営で収益性を高め、
業績の向上に取り組みながら、
事業の拡大を図ってまいります。

代表取締役会長
塚本 勲

代表取締役社長
門 良一

To Our Shareholders 株主の皆様へ
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　当期のエレクトロニクス業界は、パソコンや民生電
子機器の需要が依然低迷を続けており、またスマート
フォンやタブレットなどのモバイル端末市場に減速の
動きがみられましたが、車載関連市場、メディカル・
ヘルスケア市場の需要は増加し、環境・エネルギーや
IoT（注）などの新興市場も成長がみられるなどエレクト
ロニクス業界全体は比較的堅調に推移しました。
　この様な環境のなかで当社グループは、「すべてはお
客様のために」という経営理念のもと、当社事業部門
およびグループ各社の横串・連携機能を統括する役割

を担うべくグループ経営本部を設置し、既存大手顧客
への拡販や海外ビジネスの拡大および費用削減に努め
てまいりました。
　その結果、連結業績は売上高245,387百万円（前期
比3.8％減）、営業利益7,788百万円（前期比22.4％増）、
経常利益7,908百万円（前期比3.2％増）、そして、親
会社株主に帰属する当期純利益は5,437百万円（前期
比23.1％増）となり、売上高は減少しましたが利益面
では前期を上回る結果となりました。
　その要因として、当期は収益性の向上に重点を置い
た経営に取り組んでまいりましたが、グループ全体の
売上総利益率が高まったことが挙げられます。
　セグメント別では、「電子部品事業」については、国
内における遊技機器向け電子部品・半導体の販売が低
迷しましたが、通信機器向け電子部品・半導体の販売
および海外におけるＥＭＳビジネスなどが堅調に推移
したことにより、前期と比べ売上高は減少したものの、
利益は増加しました。
　「情報機器事業」は、デジタルカメラなどの取扱高の
減少に加え、住宅向け関連商材などの販売が低迷しま
したが、新商材の開拓や既存商品の拡販に注力し、コ
ンシューマ市場への販売戦略の見直しを行うなど事業
の再編を図ったことにより、売上高は減少しましたが、
利益は増加しました。
　「ソフトウェア事業」は、アニメーションのＣＧ制作
やゲームソフトの開発および販売や不採算事業の再編
に注力した結果、売上高、利益とも増加しました。
　「その他事業」につきましては、国内のアミューズメ
ント業界向けゲーム機器事業やパソコンおよび通信機

当期の事業環境と業績1

（注）Internet of Thingsの略語。あらゆるものがインターネットを通じてつながることによって実現する新たなサービス。

社長メッセージ

To Our Shareholders

03



上に努めてまいります。
　また、車載や通信などの成長市場への取り組みを強
化し、メディカル・ヘルスケア、美容、介護などの新
市場へも積極的に進出してまいります。

　この数年、エレクトロニクス業界はグローバル化に
よる競争の激化が進み、構造変化による再編が加速し
ています。
　その様な環境のなかで、当社グループは「すべては
お客様のために」を経営理念として、お客様の求めら
れるものすべてにお応えしていくため、行動指針であ
る「F.Y.T.」の精神で、時代の変化をいち早く読み取り、
積極果敢に新しいビジネスに挑戦し、業績の向上を目
指してまいります。
　株主の皆様におかれましては、引き続き変わらぬご
支援ご鞭撻のほど、よろしくお願い申し上げます。

器の再生事業などが低迷した結果、売上高、利益とも
減少しました。
　また、当期も前期に引き続き業績不振子会社の再建
に取り組んでまいりましたが、再建は順調に進みその
成果が利益面において反映されました。
　これからは、グループ各社のさらなる業績の向上に
注力してまいります。

　当期より、グループの連携強化によるシナジー効果
の向上と、事業の効率化を図るため、当社グループ全
体を統括するグループ経営本部を設置しましたが、様々
なケースでその効果が現れてきています。
　エレクトロニクス業界の厳しい競争に勝ち残ってい
くためには、グループ各社の力を “総合力”に高めな
がら、さらなる成長を遂げなければなりません。その
ためにこれからもグループにおけるシナジー効果の向

今後の取り組みについて2

株主の皆様へ3

（単位：百万円）

第48期実績 第49期見込
売 上 高 245,387 230,000
営 業 利 益 7,788 5,700
経 常 利 益 7,908 6,400
親会社株主に帰属する当期純利益 5,437 4,700

株主の皆様へ
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  ［ ファイト・スピリッツ ］
加賀電子グループは、エレクトロニクス総合商社として、つねにあらゆる
可能性にチャレンジしてきました。
当期におけるF.Y.T.の精神に基づく様々な取り組みをご紹介します。

　加賀電子㈱は、藤田観光㈱と共同で「スマートインフォ
メーションシステム」（SIS）を開発し、全国のホテルや観
光施設などに提供しています。SISの特徴は、ホテルの客室
のテレビやフロントのモニターで提供するインフォメー
ションの情報をスマートフォンやタブレットなどのスマー

トデバイスに取り込んで活用できることです。SISは、ホテ
ルや施設内の情報に加えて、周辺の観光案内を多言語（4か
国語）で表示し、４Kテレビにも対応可能です。インバウン
ド向けの情報ツールとして今後さらなる拡大が期待できま
す。

加賀電子 マルチデバイス対応型の多言語デジタルサイネージを開発
“全国のホテル、観光施設にスマートインフォメーションシステムを提供”

有線LAN

無線LAN網
（Wi-Fi）

ゲスト持ち込み端末
or

常設タブレット

インバウンド向けとしてホテル、
観光施設などの需要を見込む マルチデバイス対応

インフォメーション

（CMS共有）　（CMS共有）　Wi-Fi環境

インターネット
ゲートウェイ

（クラウドサービスのご提供）

観光情報ホテル館内案内客室のご案内ホテルインフォメーション

ホテル内レストラン朝食のご案内交通情報ホテル周辺情報

4Kテレビに対応するのは加賀電子のみ

Hotel Information Room Theater International TV Language

ファイト・
スピリッツ

#01

<マルチリンガル>　人力翻訳による多言語対応

4カ国語対応

マルチリンガルインフォメーションは4カ国語（英語・
韓国語・簡体中文・繁体中文）に対応。それぞれ、翻訳
のプロが正規翻訳します。

さらに、オプションで他の
国の言語への翻訳も可能。

And more…
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　変化が激しいエレクトロニクス業界において、加賀電子
グループは、グループ経営を強化することを目的に情報機
器事業の中核である加賀ソルネット㈱、加賀ハイテック㈱、
加賀エデュケーショナルマーケティング㈱の3社を4月1日
付けで統合しました（存続会社は加賀ソルネット）。

　加賀電子㈱では熊本地震による被災者の救済や被災地の復興
に役立てていただくため、４月25日に義援金として300万円を
熊本県に寄付いたしました。
　この度の被災地であります熊本県は、当社グループ会社の加
賀コンポーネント㈱が熊本工場を構えるなど大変関係の深い地
域です。
　被災地の復興が、一日も早く実現
されますことを心より祈念申し上げ
ますとともに、今後も必要な支援・
協力を行ってまいります。

　加賀電子㈱と㈱UKCホールディングスは、両社の
間において平成27年11月18日付けで締結された経
営統合に関する基本合意書（以下「本基本合意書」）
に基づき、経営統合に向けた協議を進めてまいりま
したが、この度、本基本合意書を解除し、経営統合
に向けた協議を中止することについて合意し、4月
22日開催の当社取締役会において決議をしましたの
で、お知らせします。

　この3社の販路や商材の拡大および人材の有効活用を含め
ノウハウを結集することでグループシナジーの最大化を図
り、それらの特性を活かした新たなサービスを創出すると
ともに、競争力の強化により、さらなる事業の拡大を図っ
てまいります。

加賀ソルネット、加賀ハイテック、加賀エデュケーショナルマーケティングが
2016年４月１日付けで合併、新生加賀ソルネットが誕生

熊本地震被災地における
支援活動について

株式会社UKCホールディングスとの
経営統合に向けた協議の中止について

ファイト・
スピリッツ

#02

ファイト・
スピリッツ

#03

コンピュータネットワークシステムの設計・開
発・導入・運用・保守、IT機器および家電製品
の販売など。

パソコン、パソコン周辺機器、光学機器、写真
関連商品、AV家電商品、通信機器などの販売。

教育市場および教職員と学生向け、コンピュー
タ・システムの導入および機器・ソフトウェア
の販売およびサポート。

統合前 統合後

【事業内容】
・コンピュータネットワークシステムの設計・開発・導入・運

用・保守、IT機器および家電製品の販売など。 
・パソコン、パソコン周辺機器、光学機器、写真関連商品、AV

家電商品、通信機器などの販売。 
・教育市場および教職員と学生向け、コンピュータ・システムの

導入および機器・ソフトウェアの販売およびサポート。 

2016年4月1日に3社統合　売上高約400億円規模に再編　
加賀ソルネット株式会社
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第47期

2,164.0

2,578.5

第48期

2,551.4
2,453.8

第45期 第46期

■連結売上高

（単位：億円）

第47期 第45期 第46期 第47期 第48期 第45期 第46期 第47期

（単位：億円）

■連結総資産／連結純資産

（単位：億円）

■1株当たりの連結当期純利益
（単位：円）

■ROE
（単位：%）

■D/Eレシオ
（単位：倍）

親会社株主に帰属する当期純利益経常利益売上高 純資産総資産

第45期 第46期 第47期 第48期第45期 第46期 第47期 第48期

4.4

19.3

ROE（自己資本利益率）は、株主の皆様の投資を活用
した結果どのくらい利益を得たのかを示す指標です。
ROE（%）＝当期純利益÷自己資本×100

D/Eレシオ（Debt Equity ratio）は、有利子負債と自己資本
の比で、長期の支払い能力を示す指標です。
D/Eレシオ（倍）＝有利子負債÷自己資本

137.22

第48期

156.28

第45期 第46期

16.09

58.4

38.7

76.6

44.1

79.0

54.3

1株当たりの当期純利益

0.31
0.33

第48期

0.24
0.21

1,118.8

488.0

1,260.2

528.2

1,279.4

596.0

1,242.8

618.0

192.43

ROE D/Eレシオ

■連結経常利益／
　親会社株主に帰属する当期純利益

7.6 7.8
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245,387百万円（前期比3.8％減）

連結売上高 連結経常利益
7,908百万円（前期比3.2％増）

親会社株主に帰属する当期純利益
5,437百万円（前期比23.1％増）

Financial Highlights 財務ハイライト
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科　　目
当　期

自平成27年4月 1 日（至平成28年3月31日）
前　期

自平成26年4月 1 日（至平成27年3月31日）
売上高 245,387 255,143
売上原価 211,739 222,405
売上総利益 33,648 32,738
販売費及び一般管理費 25,859 26,376
営業利益 7,788 6,362
営業外収益

受取利息 64 150
受取配当金 103 95
受取手数料 277 292
為替差益 － 560
受取家賃 91 116
その他 269 308
営業外収益合計 806 1,522

営業外費用
支払利息 134 117
為替差損 477 －
その他 74 102
営業外費用合計 686 219

経常利益 7,908 7,664
特別利益

固定資産売却益 4 6
投資有価証券売却益 1 28
その他 － 1
特別利益合計 6 36

特別損失
固定資産除却損 9 25
減損損失 31 25
投資有価証券評価損 9 257
ゴルフ会員権評価損 42 0
特別退職金 43 26
経営統合関連費用 160 －
和解金 － 64
その他 39 19
特別損失合計 336 419

税金等調整前当期純利益 7,578 7,281
法人税、住民税及び事業税 1,973 2,329
法人税等調整額 171 525
法人税等合計 2,145 2,855
当期純利益 5,433 4,426

（内訳）
親会社株主に帰属する当期純利益 5,437 4,416
非支配株主に帰属する当期純利益又は
非支配株主に帰属する当期純損失（△） △3 10

その他の包括利益
その他有価証券評価差額金 △109 630
繰延ヘッジ損益 △19 23
為替換算調整勘定 △1,749 2,457
退職給付に係る調整額 △87 54
その他の包括利益合計 △1,966 3,166

包括利益 3,466 7,592
（内訳）

親会社株主に係る包括利益 3,472 7,580
非支配株主に係る包括利益 △5 12

（注）記載金額単位未満の端数については、切捨ての方法で表示しております。

■電子部品事業
189,486百万円

■情報機器事業
40,880百万円

■ソフトウェア事業
2,897百万円

■その他事業
12,123百万円

連結損益及び包括利益計算書 （単位：百万円）

セグメント別売上高

電子部品事業は、国内における遊技機器向
け電子部品・半導体の販売が低迷しました
が、通信機器向け電子部品・半導体の販売お
よび海外におけるＥＭＳビジネスなどが堅
調に推移しました。その結果、売上高は
189,486百万円（前期比3.9％減）となり、
セグメント利益は売上総利益率の改善によ
り6,515百万円（前期比34.3％増）となり
ました。

■ 電子部品事業

情報機器事業は、デジタルカメラなどの
取扱高の減少に加え、住宅向け関連商材
などの販売が低迷しましたが、新商材の
開拓や既存商品の拡販に注力し、コン
シューマ市場への販売戦略の見直しを行
うなど事業の再編を図りました。その結
果、売上高は40,880百万円（前期比
2.7％減）となり、セグメント利益は811
百万円（前期比14.7％増）となりました。

ソフトウェア事業は、電子玩具の開発な
どの受注が減少しましたが、アニメー
ションのＣＧ制作やゲームソフトの開発
および販売や不採算事業の再編に注力し
ました。その結果、売上高は2,897百万円
（前期比0.3％増）、セグメント利益は
695百万円（前期比57.1％増）となりま
した。

その他事業は、国内のアミューズメント
業界向けゲーム機器事業やパソコンおよ
び通信機器の再生事業などが低迷しまし
た。その結果、売上高は12,123百万円
（前期比7.0％減）となり、セグメント損
失は343百万円（前期はセグメント利益
169百万円）となりました。

■情報機器事業

■その他事業

■ソフトウェア事業

当期業績の概要
　当社グループは「すべてはお客様のために」という経営
理念のもと、当社事業部門およびグループ各社の横串・連
携機能を統括する役割を担うべくグループ経営本部を設置
し、既存大手顧客への拡販や海外ビジネスの拡大および費
用削減に努めてまいりました。
　その結果、当連結会計年度における売上高は245,387百
万円（前期比3.8％減）、営業利益は7,788百万円（前期比
22.4％増）、経常利益は7,908百万円（前期比3.2％増）と
なり、また、親会社株主に帰属する当期純利益は5,437百万
円（前期比23.1％増）となりました。

Consolidated Financial Statements 財務諸表（連結）
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科　　目 当　期
（平成28年3月31日現在）

前　期
（平成27年3月31日現在） 科　　目 当　期

（平成28年3月31日現在）
前　期

（平成27年3月31日現在）

流動資産
　現金及び預金
　受取手形及び売掛金
　有価証券
　商品及び製品
　仕掛品
　原材料及び貯蔵品
　繰延税金資産
　その他
　貸倒引当金
固定資産
 有形固定資産
　建物及び構築物（純額）
　機械装置及び運搬具（純額）
　工具、器具及び備品（純額）
　土地
　建設仮勘定
 無形固定資産
　のれん
　ソフトウェア
　その他
 投資その他の資産
　投資有価証券
　繰延税金資産
　差入保証金
　保険積立金
　その他
　貸倒引当金

101,961 
22,516
54,795

166
14,898

266
4,010

849
4,638
△179 

22,319
12,058
5,112
1,992

813
4,138

0 
1,003

495
422
85

9,257
6,519

257
739
916

1,931
△1,107

104,424 
18,130
58,167

127
17,276

401
5,024

929
4,497
△131 

23,524
12,725
5,455
2,285

936
4,041

6 
1,131

607
479
44

9,667
6,351

274
846

1,280
2,084

△1,169

流動負債 51,169 54,612
　支払手形及び買掛金 36,858 40,543
　短期借入金 6,295 5,925
　未払費用 3,311 3,377
　未払法人税等 995 1,286
　役員賞与引当金 185 189
　その他 3,523 3,289
固定負債 11,303 13,733
　長期借入金 6,007 8,253
　繰延税金負債 1,246 1,231
　役員退職慰労引当金 1,211 1,501
　退職給付に係る負債 1,774 1,643
　資産除去債務 142 140
　その他 919 963
負債合計 62,472 68,345

株主資本 60,702 56,538
　資本金 12,133 12,133
　資本剰余金 13,912 13,912
　利益剰余金 35,195 31,029
　自己株式 △539 △537
その他の包括利益累計額 1,061 3,026
　その他有価証券評価差額金 681 790
　繰延ヘッジ損益 4 23
　為替換算調整勘定 713 2,462
　退職給付に係る調整累計額 △338 △250 
非支配株主持分 44 38
純資産合計 61,808 59,603

資産合計 124,281 127,948 負債純資産合計 124,281 127,948
（注）記載金額単位未満の端数については、切捨ての方法で表示しております。

資 産 の 部 負 債 の 部

純 資 産 の 部

連結貸借対照表 （単位：百万円）

Consolidated Financial Statements
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科　　目
当　期

自平成27年4月 1 日（至平成28年3月31日）
前　期

自平成26年4月 1 日（至平成27年3月31日）
営 業 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ・ フ ロ ー 9,546 9,127 

投 資 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ・ フ ロ ー △1,263 △1,465 

財 務 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ・ フ ロ ー △3,067 △4,431

現 金 及 び 現 金 同 等 物 に 係 る 換 算 差 額 △905 977

現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 増 減 額 4,310 4,207

現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 期 首 残 高 17,569 13,361

現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 期 末 残 高 21,879 17,569 
（注）記載金額単位未満の端数については、切捨ての方法で表示しております。

当期（自 平成27年4月1日　至 平成28年3月31日）

株主資本 その他の
包括利益
累計額

非支配株主
持分

純資産
合計資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本

合計

平成27年4月1日　残高 12,133 13,912 31,029 △537 56,538 3,026 38 59,603

当期変動額

　剰余金の配当 △1,271 △1,271 △1,271

　親会社株主に帰属する当期純利益 　 5,437 5,437 5,437

　自己株式の取得 △1 △1 △1

　自己株式の処分 0 0 0 0

　株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △1,964 5 △1,959

当期変動額合計 － 0 4,165 △1 4,164 △1,964 5 2,204

平成28年3月31日　残高 12,133 13,912 35,195 △539 60,702 1,061 44 61,808

（注）記載金額単位未満の端数については、切捨ての方法で表示しております。

連結株主資本等変動計算書 （単位：百万円）

連結キャッシュ・フロー計算書（要旨） （単位：百万円）

財務諸表（連結）

10



科　　目
当　期

自平成27年4月 1 日（至平成28年3月31日）
前　期

自平成26年4月 1 日（至平成27年3月31日）
売上高 85,723 90,138 

売上原価  75,733 80,706

売上総利益 9,989 9,431

販売費及び一般管理費 8,911 9,107

営業利益 1,077 324 

営業外収益 2,633 2,697

営業外費用 197 177 

経常利益 3,513 2,845

特別利益 269 370 

特別損失 505 502 

税引前当期純利益 3,277 2,713

法人税、住民税及び事業税 236 793

法人税等調整額 183 129

当期純利益 2,856 1,790 

（注）記載金額単位未満の端数については、切捨ての方法で表示しております。

科　　目 当　期
（平成28年3月31日現在）

前　期
（平成27年3月31日現在）

流動資産 48,466 51,018

固定資産 21,929 22,053

　有形固定資産 6,590 6,563

　無形固定資産 261 217

　投資その他の資産 15,077 15,272

資産合計 70,396 73,071

流動負債 24,038 25,610

固定負債 7,677 10,274 

負債合計 31,715 35,884

株主資本 38,080 36,496

　資本金 12,133 12,133

　資本剰余金 13,912 13,912

　利益剰余金 12,573 10,987

　自己株式 △539 △537

評価・換算差額等 600 690

　その他有価証券評価差額金 587 672

　繰延ヘッジ損益 13 18

純資産合計 38,680 37,186

負債純資産合計 70,396 73,071

（注）記載金額単位未満の端数については、切捨ての方法で表示しております。

資 産 の 部

負 債 の 部

純 資 産 の 部

単体損益計算書（要旨） （単位：百万円） 単体貸借対照表（要旨） （単位：百万円）

Non-Consolidated Financial Statements
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当期（自 平成27年4月1日　至 平成28年3月31日）

株主資本

資本金
資本剰余金 利益剰余金

自己株式 株主資本
合計資本

準備金
その他資本

剰余金
資本剰余金

合計
利益

準備金
その他利益剰余金 利益剰余金

合計別途積立金 繰越利益剰余金

平成27年4月1日　残高 12,133 13,912 － 13,912 618 7,000 3,369 10,987 △537 36,496

当期変動額

　剰余金の配当 △1,271 △1,271  △1,271

　当期純利益 2,856 2,856 2,856

　自己株式の取得 △1 △1 

　自己株式の処分 0 0 0 0

　株主資本以外の項目の当期変動額（純額）

当期変動額合計 － － 0 0 － － 1,585 1,585 △1  1,584

平成28年3月31日　残高 12,133 13,912 0 13,912 618 7,000 4,954 12,573 △539 38,080

評価・換算差額等
純資産
合計その他有価証券

評価差額金
繰延ヘッジ

損益
評価・換算
差額等合計

平成27年4月1日　残高 672 18 690 37,186

当期変動額

　剰余金の配当 △1,271

　当期純利益 2,856

　自己株式の取得 △1

　自己株式の処分 0

　株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △84 △5 △90 △90 

当期変動額合計 △84 △5 △90 1,493

平成28年3月31日　残高 587 13 600 38,680

（注）記載金額単位未満の端数については、切捨ての方法で表示しております。

単体株主資本等変動計算書 （単位：百万円）

配当金のお知らせ
　当社は、長期的視点に立った財務体質と経営基盤
の強化に努めるとともに、連結業績を鑑みながら株
主各位に対する安定的かつ継続的な配当の維持を基
本方針としております。
　上記方針に基づき、中期経営計画2018（平成27
年11月4日付）におきましては、「連結配当性向
25％〜35％を確保しつつ安定的な配当を実施して
いく」を目標に掲げております。
　以上の状況により、期末配当金につきましては、
1株当たり20円00銭の普通配当に特別配当15円00
銭を加えた1株当たり35円00銭とさせていただき、
先の中間配当金１株当たり20円00銭とあわせ年間
55円00銭とさせていただきました。

財務諸表（単体）
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電子事業部 TEL. 03-5657-0121
北関東営業所 TEL. 048-667-3321
北陸営業所 TEL. 076-262-0711
関西営業所 TEL. 06-6105-0430
名古屋営業所 TEL. 052-746-6480
新横浜営業所 TEL. 045-473-7321
浜松営業所 TEL. 053-457-1661
福岡営業所 TEL. 092-282-1140
仙台営業所 TEL. 022-722-7410
京都営業所 TEL. 075-353-4551
新潟営業所 TEL. 0258-38-8351
広島営業所 TEL. 084-973-7051

環境事業部  TEL. 03-5657-0129

営業推進事業部 TEL. 03-5657-0110

EMS事業部  TEL. 03-5931-0106

特機事業部  TEL. 03-5931-0102
特機第二営業部 TEL. 052-746-6481

特販事業部 TEL. 03-5657-0123

技術統括部  TEL. 03-5657-0130

本　社 TEL. 03-5657-0111

  主な海外関係会社
KAGA（H.K.）ELECTRONICS LIMITED
KAGA（SINGAPORE）ELECTRONICS PTE LTD
KAGA（KOREA）ELECTRONICS CO.,LTD.
KAGA（TAIWAN）ELECTRONICS CO.,LTD.
加賀電子（上海）有限公司
KAGA ELECTRONICS（THAILAND）COMPANY LIMITED

KAGA ELECTRONICS（USA）INC.
加賀電子（大連）有限公司
KAGA（EUROPE）ELECTRONICS LTD.
KD TEC s.r.o.

本社
電子事業部
営業推進事業部
EMS事業部
特機事業部
主な海外関係会社

  主な国内関係会社
加賀テック㈱ TEL. 03-5657-0140
加賀デバイス㈱ TEL. 03-5657-0144
加賀ソルネット㈱ TEL. 03-5931-0123
加賀コンポーネント㈱ TEL. 03-5931-0160
㈱エー・ディーデバイス TEL. 03-5657-0141
マイクロソリューション㈱ TEL. 03-5657-0150
㈱デジタル・メディア・ラボ TEL. 03-5931-0147
加賀スポーツ㈱ TEL. 03-5657-0148
加賀アミューズメント㈱ TEL. 03-5931-0134
㈱ワークビット TEL. 046-261-3228
加賀テクノサービス㈱ TEL. 03-5619-4111
㈱サイコックス TEL. 03-3525-8804

電子事業部

環境事業部

営業推進事業部

EMS事業部

特機事業部

特販事業部

技術統括部

Group Network グループ・ネットワーク
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発行可能株式総数 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・　80,000,000株
発行済株式総数 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・　28,702,118株
単元株式数・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・　100株
株主数 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・　7,151名

大株主の状況（上位10名）
株主名 持株数（千株）持株比率（％）

株式会社三共 3,824 13.32
日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社 3,345 11.65
株式会社ＯＫＯＺＥ 1,740 6.06
加賀電子従業員持株会 1,289 4.49
株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 1,212 4.22
株式会社みずほ銀行 950 3.31
塚本 勲 787 2.74
沖電気工業株式会社 526 1.83
三菱電機株式会社 500 1.74
日本生命保険相互会社 459 1.60

（注）1. 持株数は、千株未満を切り捨てて記載しております。
2.  日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社の持株数は、信託業務によるものであり

ます。

個人・その他
7,858,514株

27.38%
（6,804名）

証券会社
（金融商品取引業者）
279,951株
0.98%
（37名）
外国人
4,111,262株
14.32%
（148名）
金融機関
7,536,879株
26.26%
（31名）

その他国内法人
8,915,512株

31.06%
（131名）

合計
7,151名

28,702,118株

設 立▶昭和43年9月12日
資 本 金▶ 121億3,354万円
従 業 員 数▶ 580名（単体：男406名・女174名）
平 均 年 齢▶ 40.2歳（男42.5歳・女34.7歳）
事業の内容▶  当社は、電子機器用エレクトロニクス部品の企画、

開発、製造、仕入販売、コンピュータおよび周辺
機器・関連部品・付属品・ソフトウェアなどの仕
入販売ならびに輸出入を主な業務とし、これに付
帯する業務も営んでおります。

代 表 取 締 役 会 長 塚 本 　 勲
代 表 取 締 役 社 長 門 　 良 一
専 務 取 締 役 高 橋 信 佐
専 務 取 締 役 髙 師 幸 男
専 務 取 締 役 筧 　 　 　 新 太 郎
常 務 取 締 役 川 村 英 治
取 締 役 俊 成 伴 伯
取 締 役 野 原 充 弘
社 外 取 締 役 三 吉 　 暹
社 外 取 締 役 田 村 　 彰
常 勤 監 査 役 亀 田 和 典
常 勤 監 査 役 石 井 隆 弘
社 外 監 査 役 田 　 中 　 雄 一 郎
社 外 監 査 役 米 川 　 勇

株式の状況

所有者別株式分布状況

会社概要

役　員（平成28年6月29日現在）

Stock Information & Corporate Data 株式の状況／会社概要
（平成28年3月31日現在）

14



〒101-8629　東京都千代田区神田松永町20番地
TEL.03-5657-0111（代）　 FAX.03-3254-7131 
http://www.taxan.co.jp/
東証一部：証券コード 8154

JISQ 14001:1996
登録番号 JSAE594

EMS Accreditation
認定番号 RE005

見やすく読みまちがえにくい
ユニバーサルデザインフォント
を採用しています。

4月1日から翌年3月31日まで

毎年6月

定時株主総会の議決権　3月31日
期末配当　　　　　　　3月31日
中間配当　　　　　　　9月30日

東京都千代田区丸の内一丁目4番5号
三菱UFJ信託銀行株式会社

〒137-8081　東京都江東区東砂七丁目10番11号
三菱UFJ信託銀行株式会社　証券代行部
電話　0120-232-711（通話料無料）

電子公告の方法により行います。
ただし、電子公告によることができない事故その
他のやむを得ない事由が生じたときは、日本経済
新聞（東京）に掲載します。
公告掲載URL  http://www.taxan.co.jp/

事 業 年 度

定 時 株 主 総 会

基 準 日

株主名簿管理人
特別口座管理機関

同 連 絡 先

公 告 方 法

株主メモ
株主様の口座のある証券会社にお申出ください。
なお、証券会社に口座がないため特別口座が開設されました株主様は、特
別口座の口座管理機関にお申出ください。

住所変更、単元未満株式の買取・買増等のお申出先について

株主名簿管理人である三菱UFJ信託銀行株式会社にお申出ください。

未払配当金の支払いについて

《塔の街》

塔と楽園のイメージはずっと心の奥
にあって、5年ほど前にスリランカ
で花と緑の奥地を旅した時に、その
イメージがより確かになったことを
思い出す。それはいつか何処かで見
たはずの風景であり、あるいはいつ
か一人でその塔の前に立つことがあ
るのかもしれない。

作者略歴： 1949年生まれ　安井賞展、浅井忠記念賞展、
 セントラル油画大賞展、日本青年画家展等
個　　展： 日本橋三越等
著　　書： 『地球、旅の記憶』

P R O F I L E

宮坂 健
 Ken Miyasaka

表紙・絵


